
1

特性や公共的課題を鑑

0

み、多種多様な講座を

5

開催し、生涯学習の推

3

進を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 689 947 910 1,185 合計 910,337 円
報償費 675,000 円

財
　
源

特定財源 78 133 161 202 需用費 73,137 円
役務費 50,000 円

一般財源 611 814 749 983 使用料及び賃借料 112,200 円

職員人件費　② 3,360 3,028 3,012 3,062

総事業費（①＋②） 4,049 3,975 3,922 4,247

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 講座受講料

６年度以降の事業費見込 0
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∧
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∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　

年

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
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画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

（

　
要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 生涯学習

和

施策体系
施策の内容 学

４

習機会の充実

目
　
　
　

年

的

　多様化する市民の

度

学習要求に応え、誰も

評

が

主
た
る
内
容

　市民ニ

価

ーズの把握に努め、各

）

種講座を前期
気軽に学

刈

べる機会と場所を提供

谷

し、生涯学習 と後期に

市

分けて約3か月間で開

事

設し、市民が気
の推進

務

と支援を図る。 軽に学

事

習活動に参加できる場

業

を提供する。　

位
置
づ

評

け

関連計画 刈谷市生涯

価

学習推進計画

根拠法令

シ

社会教育法

対象者 市内

ー

在住・在勤または在学

ト

の人 事業期間 ～

実施方

（

法 ■直営　□委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

２年度

育

実績 ３年度実績 ４年度

部

実績 ５年度計画

・市民

一

講座開設数　　 8講

般

座 ・市民講座開設数 

会

 17講座 ・市民講座

計

開設数  15講座 ・

市

市民講座開設数  1

民

5講座
・市民講座受講

講

者数　  97人 ・市

座

民講座受講者数 24

開

9人 ・市民講座受講者

設

数 282人 ・市民講

事

座受講者数 300人

業

※前期7講座中止

　受

担

講者の知識・教養の向

当

上、技能の習得に資す

課

ると共に、学習者相互

社

のふれあいの場を提供

会

することにより、生涯

教

学習

成果
活動の推進に

育

貢献することができた

セ

。

　市民講座受講後の

ン

受講者の施設利用を考

タ

慮し、受講者による新

ー

たな自主サークル結成

款

や自主サークルへの参

項

加の促す必

要がある。

目

課題

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

２年度 ３

当

年度 ４年度 ５年度 ７年

係

度

成果 市民講座受講者

社

数（人） 97 249 2

会

82 300 300
指標

教

 
指標

　近隣市（安城

育

市）においても、地区

セ

公民館単位で、市民が

ン

多様な学習機会の提供

タ

を受けることができる

ー

よ
他市との う、地域の



0 5 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

  市民

令

の生涯学習活動に対し

和

、学習機会の提供及び

５

活動の
・法的業務

高い

年

支援をしており必要性

度

の高い事業である。
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要
・市民生活上必

和

要である　など

　各種

４

講座の開催により市民

年

への多様な学習プログ

度

ラムの
・コストの節減

評

、費用対効果
普通

提供

価

、学習意欲の一層の向

）

上や参加促進を効率的

刈

に行って
効率性 ・執行

谷

体制の効率性 いる。
・

市

手段の最適性　など

　

事

時代の変化に対応した

務

プログラムの提供など

事

、市民の生
・市が主体

業

となって実施する
高い

評

涯学習活動を支援する

価

ために、市の関与は必

シ

要である。
妥当性 　べ

ー

き事業であるか
・総合

ト

計画との整合性　など

（

　各種講座を実施する

様

ことで、市民の学習意

式

欲の向上及び

施策への

２

・施策への貢献度
普通

）

学習活動への参加の促

会

進に寄与している。
・

計

目標達成度
貢献度 ・市

名

民サービスへの効果　

担

など

今後の方向性 □拡

当

充　■現状維持　□改

部

善・効率化　□縮小　

教

□終期設定　□休止・

育

廃止

　引き続き、各種

部

講座を行うことで、市

一

民の学習意欲の向上を

般

図るとともに学習活動

会

への参加を促進してい

計

く。

市民講

Ｃ
 
　

座

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

開

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

設事業
担当課 社会教育センター

款 項 目 担当係 社会教育センター

1



ー

場者数】 465 277

1

556 600 650
指

0

標 （人）
　近隣市（安

5

城市）においても公民

3

館単位で、利用団体が学習成果を発表する「公民館まつり」を年1回開
他市との 催し、地域の生涯学習活動の啓発を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 370 215 368 372 合計 368,100 円
委託料 320,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 48,100 円

一般財源 370 215 368 372

職員人件費　② 3,360 3,028 3,012 3,062

総事業費（①＋②） 3,730 3,243 3,380 3,434

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 教

令

育文化

基本施策 生涯学

和

習
施策体系

施策の内容

４

学習活動の支援

目
　
　

年

　
的

　社会教育センタ

度

ーの利用団体が日頃の

評

学習

主
た
る
内
容

　学習

価

成果の発表・展示、芸

）

能音楽の発表、
成果を

刈

発表・展示することに

谷

より、学習意欲 茶会等

市

を年1回、社会教育セ

事

ンター全館で実施
の向

務

上と団体間の交流や親

事

睦を図る。 する。

位
置

業

づ
け

関連計画 刈谷市生

評

涯学習推進計画

根拠法

価

令 社会教育法

対象者 社

シ

会教育センター利用団

ー

体及び地域住民 事業期

ト

間 平成２年度 ～

実施方

（

法 ■直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

２年度

育

実績 ３年度実績 ４年度

部

実績 ５年度計画

11月

一

15日（日）開催 11

般

月21日（日）開催 1

会

1月20日（日）開催

計

11月19日（日）開

学

催予定
・参加団体数　

習

13団体 ・参加団体数

発

　14団体 ・参加団体

表

数　23団体 ・参加団

会

体数　25団体
・参加

実

者数　　 147人 ・

施

参加者数　　 146

事

人 ・参加者数　　 2

業

18人 ・参加者数　　

担

 250人
・入場者数

当

　　 318人　 ・入

課

場者数　　 131人

社

・入場者数　　 33

会

8人 ・入場者数　　 

教

350人

　学習発表会

育

を通じて、参加者が学

セ

習意欲の向上と新たな

ン

学習課題の発見をする

タ

ことができた。また、

ー

団体間の交流や親

成果

款

睦を深めることができ

項

た。

　活動団体の意見

目

を聞き、互いに協力し

担

て参加団体や入場者の

当

増加に繋がる魅力的な

係

企画を検討する必要が

社

ある。

課題

指標名称（

会

単位）
実績値 目標値

２

教

年度 ３年度 ４年度 ５年

育

度 ７年度

活動 参加団体

セ

数（団体） 13 14 2

ン

3 25 25
指標
成果 来

タ

館者数【参加者数＋入



10 5 3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　社会

令

教育センターの利用団

和

体である市民が、日頃

５

の学習
・法的業務

高い

年

成果を発表・展示する

度

ことで学習意欲の向上

（

と団体間の交
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

流や親睦を図るため、

４

必要性の高い事業であ

年

る。
・市民生活上必要

度

である　など

　社会教

評

育センターの利用団体

価

で構成される実行委員

）

会に
・コストの節減、

刈

費用対効果
普通

委託し

谷

、活動の充実・活性化

市

を図り、学習意欲の一

事

層の向
効率性 ・執行体

務

制の効率性 上や参加促

事

進を行い、効率的な運

業

営を行っている。
・手

評

段の最適性　など

　学

価

習成果の発表の場の提

シ

供など、市民の生涯学

ー

習活動を
・市が主体と

ト

なって実施する
高い

支

（

援するために、市の関

様

与は必要である。
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

・総合計画との整合性

）

　など

　学習発表会を

会

実施することで、市民

計

の学習意欲の向上及

施

名

策への ・施策への貢献

担

度
普通

び学習活動への

当

参加の促進に寄与して

部

いる。
・目標達成度

貢

教

献度 ・市民サービスへ

育

の効果　など

今後の方

部

向性 □拡充　■現状維

一

持　□改善・効率化　

般

□縮小　□終期設定　

会

□休止・廃止

　引き続

計

き、学習発表会を行う

学

ことで、市民の学習意

習

欲の向上を図るととも

発

に学習活動への参加を

表

促進していく。

会実施事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

業

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

担

　
価
　
∨

当課 社会教育センター

款 項 目 担当係 社会教育センター



5

088 30,985 3

3

1,000 32,000
指標
成果 施設利用率（％） 23.6 28.8 33.2 35.0 36.0
指標

　近隣市（安城市）も、地区公民館単位で施設管理コストの削減に努めている。また、積極的に利用者から
他市との の意見収集に努め、適切に対処することで、よりよい施設環境の提供を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26,112 27,524 26,937 27,198 合計 26,937,182 円
需用費 12,533,807 円

財
　
源

特定財源 1,578 1,981 2,227 2,858 役務費 1,207,632 円
委託料 12,479,617 円

一般財源 24,534 25,543 24,710 24,340 使用料及び賃借料 513,084 円
原材料費 9,442 円

職員人件費　② 1,867 2,271 2,259 2,296 備品購入費 193,600 円

総事業費（①＋②） 27,979 29,795 29,196 29,494

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0 社会教育センター使用料

６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和５

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 生涯学習
施策

和

体系
施策の内容 生涯学

４

習施設の利用促進

目
　

年

　
　
的

　生涯学習施設

度

（社会教育センター）

評

として

主
た
る
内
容

　施

価

設利用に係る受付事務

）

、施設清掃、各種
維持

刈

管理に努め、利用者の

谷

利便を図る。 設備機器

市

の日常・定期点検を通

事

じて、施設の
適正な維

務

持・保守管理を行う。

事

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

業

市生涯学習推進計画

根

評

拠法令 社会教育法、刈

価

谷市社会教育センター

シ

条例、刈谷市公民館条

ー

例

対象者 市民 事業期間

ト

昭和５０年度 ～

実施方

（

法 ■直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　

教

事
　
業
　
実
　
績

２年度

育

実績 ３年度実績 ４年度

部

実績 ５年度計画

・中央

一

公民館利用者数 ・中央

般

公民館利用者数 ・中央

会

公民館利用者数 ・中央

計

公民館利用者数見込
 

施

     　　　18

設

,983人      

管

 　　　24,088

理

人       　　　

事

　　30,985人  

業

     　　　　　

担

31,000人
・施設

当

利用率  23.6％

課

・施設利用率  28

社

.8％ ・施設利用率 

会

 33.2％ ・施設利

教

用率見込  35.0

育

％

　身近な学習施設で

セ

ある社会教育センター

ン

（中央公民館）で、利

タ

用者が気軽に利用でき

ー

るよう生涯学習の場を

款

提供し、住

成果
民の福

項

祉の増進を図った。

　

目

昨年度に引き続き新型

担

コロナウイルス感染症

当

の拡大防止のため施設

係

の利用制限を行ったこ

社

とにより、利用者数が

会

コロナ

前に比べ少ない

教

ため、今後も施設を利

育

用していただく施策が

セ

求められる。
課題

指標

ン

名称（単位）
実績値 目

タ

標値

２年度 ３年度 ４年

ー

度 ５年度 ７年度

活動 中

1

央公民館利用者数（人

0

） 18,983 24,



セ

　　　  中止 ・学習

ン

会　　　　　  中止

タ

・学習会　　　　 　

ー

 20回
・図書蔵書数

1

　　16,299冊 ・

0

図書蔵書数　　16,

5

643冊 ・図書蔵書数

3

　　16,878冊 ・図書蔵書数　  17,000冊
・利用者数　　   2,179人 ・利用者数　     4,564人 ・利用者数　     5,244人 ・利用者数       5,300人
・図書貸出数　   7,491冊 ・図書貸出数　  14,026冊 ・図書貸出数　  14,406冊 ・図書貸出数    15,000冊

　絵本の貸し出しを行うとともに読書講演会を実施することにより、親子が絵本を通して触れ合うことができ、こどもの

成果
心身の健全な育成に寄与した。

　新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、絵本で子育て講座、学習会を開催することができなかった｡

　本事業は親子を対象とした質の高い事業であるため、より多くの子育て世代が刈谷市の魅力の一つと感じ利用してもら
課題

えるようイベント等を充実させＰＲする必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

活動 図書室利用者数（人） 2,179 4,564 5,244 5,300 5,500
指標
成果 図書貸出数（冊） 7,491 14,026 14,406 15,000 15,500
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２年度 ３年度 ４年
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度 ５年度 ４年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

　

予算） 事業費内訳

事業

　

費　① 1,882 1,

Ｏ

953 1,890 2,
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∧
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需用費

　

50,990 円
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∨

人件費　② 1,867 1,514 1,506 1,914 使用料及び賃借料 34,300 円
備品購入費 474,698 円

総事業費（①＋②） 3,749 3,467 3,396 4,113

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ４年度特定財源名称

４年度までの累積事業費 0

６年度以降の事業費見込 0
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総合計画

令

分野 教育文化

基本施策

和

生涯学習
施策体系

施策

４

の内容 学習機会の充実

年

目
　
　
　
的

　「めばえ

度

図書室」を開設し、乳

評

幼児及び小

主
た
る
内
容

価

　図書の購入、貸し出

）

しや読書（絵本）講演

刈

学校低学年の児童とそ

谷

の親等への図書の貸し

市

会、おはなし会、学習

事

会、赤ちゃん絵本講座

務

出し、講演会、おはな

事

し会等の開催や、読書

業

を実施する。
グループ

評

の育成を図ることによ

価

り、絵本を通
して親子

シ

が触れ合い、子どもの

ー

心身の健全な
育成に寄

ト

与する。

位
置
づ
け

関連

（

計画  

根拠法令  

対象

様

者 乳幼児、小学生低学

式

年とその親等 事業期間

１

昭和５１年度 ～

実施方

）

法 ■直営　□委託　□
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子
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館
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係
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社
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会

で子育て講座   5

教

回
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育

  中止 ・学習会　　


